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令和元年 10 月 28 日 

 

 都道府県医師会 介護保険担当理事 殿  

日本医師会常任理事  

江 澤 和 彦  

 
 

「平成３０年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査 

（令和元年度調査）への協力依頼について」の送付について 
 
 

 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

さて、介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査につきましては、介護報酬改定に

よる効果の検証・調査研究を行い、次期介護保険制度の改正および介護報酬の改定に向け現

状を把握することを目的に平成２４年度介護報酬改定以降実施されているものであり、これ

までも貴会に対しご協力のお願いを申し上げてきたところです。 

今年度の当該調査につきましては別添のとおり７つの調査が実施（調査時期はそれぞれ異

なる） されることとなっております。 

当該調査の結果は、社会保障審議会介護給付費分科会等における今後の議論のためのデー

タとして活用される大変重要なものとして、今般、厚生労働省老健局担当課長より都道府県

および市区町村介護保険担当主管部宛てに当該調査にかかる協力依頼が発出され、併せて本

会宛てに協力依頼がありました。 

つきましては、貴会におかれましても本内容をご了知いただき、郡市区医師会への周知、

ご協力方宜しくお願い申し上げます。 

なお、本調査は提出期限が過ぎた場合も、引き続きご提出いただくことが可能である旨申

し添えます。 

 

（添付資料） 

・「平成３０年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（令和元年度調査）への

協力依頼について」の送付について 

（令元.10.18 老老発１０１８第１号 厚生労働省老健局老人保健課長通知） 

・第１７１回介護給付費分科会資料抜粋【参考資料】 



◎
老老発１ ０ １ ８第１号

令和元年１ ０月 １ ８

　

日

公益社団法人日本医師会会長

横倉 義武

　

殿

厚生労働省老健局老人保健課 雪瞳固胃だ

「平成 ３

　

０年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査

（令和元年度調査） への協力依頼について」 の送付について

　

日頃より、 介護保険制度の円滑な実施にご尽力頂きま して厚く御礼申し

上 げま す。
、さて、 標記につきま して、 別添の事務連絡を各都道府県及び各市区町村

介護保険担当主管部局、 並びに各関係団体宛てに送付いたしますので、 そ

の趣旨を御了知いただき、 貴会会員に対する御周知方よろしくお願いいた

しま す。
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令和元年１０月１８日

公益社団法人日本医師会

　

御中
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課

老人保健課

平成３０年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（令和元年度調査）

への協力依頼について

　

介護保険制度の推進につきましては、日頃より格別のご尽力を賜り厚く御礼申し上げま

す。

　

今般、 次期介護保険制度の改正及び介護報酬の改定に必要な基礎資料を得ることを目的

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐

に、 平成３０年度に引き続き、 令和元年度介護報酬改定検証・研究調査を実施しておりま

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，
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本調査結果は、社会保障審議会介護給付費分科会等における今後の議論のための基礎資

料として活用される大変重要なものです。

　

つきましては、調査の趣旨をご理解いただき、貴管内の介護保険施設・事業所に対し、

調査への協力について周知いただくなど特段のご配慮をお願いいたします。

記
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添付資料

　

別紙「介護報酬改定検証・研究委員会について」

２

　

参考

　

第１７１回社会保障審議会介護給付費分科会 （令和元年１０月１１日（金）） 資料
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介護報酬改定検証・研究委員会について 別紙

１ 設置の目的

○ 令和３年度の介護報酬改定に向けて、平成30年度の介護報酬改定の効果の検証や「平成30年度介護報酬改定に

関する審議報告」において検討が必要とされた事項に関する実態調査等を行うことを目的として、社会保障審議会介

護給付費分科会に介護報酬改定検証・研究委員会を設置する。
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２ 委員

○ 公益委員及び学識経験者１３名により構成（令和元年８月２９日現在）

３ 今後のスケジュール

令和元年１０月・１１月
○ 調査票発送

１１月・１２月
○ 集計・分析・検証

令和２年１月・２月
○ 分析・検証

３月頃
○ 介護報酬改定検証・研究委員会
・ 調査結果の報告、調査結果に対する評価を実施

○ 社会保障審議会介護給付費分科会
・ 介護報酬改定検証・研究委員会から報告された調査結果等を決定（予定）



介護報酬改定検証・研究委員会について

４ 令和元年度介護報酬改定検証・研究調査について

(１) 介護保険制度におけるサービスの質の評価に関する調査研究事業

実施主体 ： 株式会社三菱総合研究所

調査票の発出日 ： １０月２１日（月）（予定） （提出期限 １１月２９日（金））

(２) 介護サービスにおける機能訓練の状況等に係る調査研究事業

実施主体 ： 株式会社NTTデータ経営研究所

調査票の発出日 ： １１月６日（水）（予定） （提出期限 １１月２９日（金））

(３) 介護ロボットの効果実証に関する調査研究事業

実施主体 : 株式会社三菱総合研究所

調査票の発出日 ： １０月２５日（金）（予定） （提出期限 １１月２９日（金））

(４) 訪問看護サービス及び看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供の在り方に関する調査研事業

実施主体 ： 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社

調査票の発出日 ： １０月３１日（木）（予定） （提出期限 １１月２５日（月））
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(５) 福祉用具貸与価格の適正化に関する調査研究事業

実施主体 ： 株式会社三菱総合研究所

調査票の発出日 ： １０月２５日（金）（予定） （提出期限 １１月２９日（金））

(６) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護のサービス提供状況に関する調査研究事業

実施主体 ： 株式会社NTTデータ経営研究所

調査票の発出日 ： １１月６日（水）（予定） （提出期限 １１月２２日（金））

(７) 医療提供を目的とした介護保険施設におけるサービス提供実態等に関する調査研究事業

実施主体 ： 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社

調査票の発出日 ： 【自治体分】１０月３１日（木）（予定） （提出期限 １１月１５日（金））

【事業所分】１０月３１日（木）（予定） （提出期限 １１月２２日（金））

3

※ なお、提出期限が過ぎた場合も、引き続きご提出いただくことが可能でございます。
未回答の介護保険施設・事業所におかれましては、できる限りご協力くださいますようお願い
申し上げます。

介護報酬改定検証・研究委員会について



 

  
 

 

 

 

 

 

平成３０年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る 

調査（令和元年度調査）の事前確認シートについて 
 

 

（１）介護保険制度におけるサービスの質の評価に関する調査研究事業・・・・・・・・・・１ 

 

（２）介護サービスにおける機能訓練の状況等に係る調査研究事業・・・・・・・・・・・・２ 

 

（３）介護ロボットの効果実証に関する調査研究事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

 

（４）訪問看護サービス及び看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供の在り方に関する 

調査研究事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

 

（５）福祉用具貸与価格の適正化に関する調査研究事業・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

 

（６）定期巡回・随時対応型訪問介護看護のサービス提供状況に関する調査研究事業・・・・６ 

 

（７）医療提供を目的とした介護保険施設におけるサービス提供実態等に関する 

調査研究事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 
  

第171回（R1.10.11） 資料１

社保審－介護給付費分科会

第18回（R1.8.29） 資料１改

介護給付費分科会－介護報酬改定検証・研究委員会
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事前確認シート 
 

事業番号 （１） 

調 査 名 介護保険制度におけるサービスの質の評価に関する調査研究事業 

調査の趣旨 
・持続可能な介護保険制度の実現に向け、より効果的・効率的な介護保険サービスの提供につ

いて検討を進める必要がある。そのため、介護サービスの質の評価を行うことが求められて

いる。平成 30 年度介護報酬改定では、通所介護サービスにおいて、ADL の維持・改善につ

ながった利用者が多い事業所を評価する ADL 維持等加算が新設された。 
・本事業では、ADL 維持等加算に関して、申出から算定に至る過程やアウトカムの評価等につ

いて検証を行い、課題や改善点を検討する。 

当該調査の目的 
・本事業では、全国の通所介護事業所（地域密着型含む）を対象としたアンケート調査を行い、以下

の点を明らかにすることを目的とする。 
① 申出から算定に至るまでの課題の検証 

② 事業所として ADL の維持・改善以外に目指している目標 
・更に介護保険総合データベース内に集積されているデータを活用して、アウトカム評価の課題等に

ついて検証を行い、課題や改善点を検討する。 
 

調査内容 
・ADL 維持等加算の算定申出を行う上での課題 

申出から算定に至るまでの課題として、具体的に何が障害になっているのかを検証し、算定要件や

手続きの改修に関する検討材料とする。 

・ADL 維持・改善以外に目指している目標 
ADL の維持・改善以外の目標について、具体的に現場で重視する達成目標は何かを検証し、新

たなインセンティブ創出への検討材料とする。 
・ADL 維持等加算のサービス内容に与えた影響 

事業所ごとに、加算算定前後における利用者の構成の変化等を、介護 DB の情報をもとに調

査・分析し、加算が及ぼした影響について検証する。 
 

集計・分析の視点 
 ADL 維持等加算の算定にあたって課題となる要素が存在するか 
 ADL 維持等加算を算定する事業所には事業所規模・地域等の特徴があるか 
 ADL 維持等加算算定前後で各事業所における利用者構成等の変化 
 ADL 維持等加算を算定している事業所は、事業所として通所介護計画の立て方に違いがあ

るか 
 事業所における ADL 評価の実施状況の把握 
 ADL 以外の、新たなインセンティブ指標となる項目の把握 
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事前確認シート 
 

事 業 番 号 （２） 

調 査 名 介護サービスにおける機能訓練の状況等に係る調査研究一式 

調査の趣旨 
・平成 30年度介護報酬改定においては、以下のような見直しを行った。 

・自立支援・重度化防止に資する介護を推進する観点から、外部の通所リハ事業所等のリハビリテーション

専門職や医師等と連携して作成した計画に基づく介護を評価する生活機能向上連携加算の見直し・拡充。 
・機能訓練指導員の確保を推進し、利用者の心身の機能の維持を促進する観点から、機能訓練指導員の対象

資格に一定の実務経験を有するはり師、きゅう師を追加。 
・これらの見直しにより、機能訓練の実施方法や利用者への効果等にどのような影響を与えたかを調査すると

ともに、次期介護報酬改定に向け、事業所の経営面の状況にも留意しつつ、利用者の自立支援・重度化防止

に向けて、調査を行う。 
当該調査の目的 
・本事業では、対象サービス（「調査内容」参照）の事業所や関連するケアマネジャー、連携先のリハビリテ

ーション事業所等に対してアンケート調査及び必要に応じてヒアリング調査を行い、以下の点を明らかにす

ることを目的とする。 
①機能訓練の実施方法や外部機関との連携状況の把握・検証 
②ICTを活用した動画等の活用による利用者の状態把握の評価による効果の把握、検証 
③機能訓練指導員へのはり師、きゅう師の追加による効果等の把握・検証 等 

調査内容 
全国の訪問介護事業所、通所介護事業所（地域密着型を含む）、短期入所生活介護事業所、特定施設入居者

生活介護事業所（地域密着型を含む）、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所、小規模多機能型居宅介護

事業所、認知症対応型通所介護事業所、認知症対応型共同生活介護事業所、介護老人福祉施設（地域密着型を

含む）を対象として、 
・事業所の基本情報、機能訓練の実施状況、外部機関との連携状況 
・生活機能向上連携加算等の算定状況 
・利用者の状況（ADL・IADLの状況変化、ケアプランの目標の変化等） 
・事業所とリハ職が連携することの動機や、連携による効果 
・機能訓練指導員の職種別募集・雇用状況、はり師きゅう師を追加した影響 等 
について調査する。 
 具体的には、事業所票、機能訓練指導員の確保に関する調査票、利用者票（生活機能向上連携加算の算定／

非算定事業所）、ケアマネジャー票、リハビリテーション事業所・医療提供施設票を作成し調査する。 
 また、要介護度や日常生活自立度については、介護 DBを活用して把握予定。 
集計・分析の視点 
・「平成 30年度介護報酬改定に関する審議報告」における以下の内容を踏まえる必要がある。 
 自立支援・重度化防止に資する観点から導入・見直しされた外部のリハビリテーション専門職等との連

携について、実施状況を把握するとともに、その効果を検証するべきである。 
 はり師、きゅう師が新たに機能訓練指導員の対象となることについては、機能訓練の質が維持される

か、また障害者の雇用等に悪影響が生じないかについて検証するべきである。 
・機能訓練に関する課題について、サービス間に共通の課題と、サービスごとの特性等に応じた課題について

整理した上で調査・分析を行う。 
・利用者の状況については、利用者を対象とした調査を行い、その結果も踏まえて効果検証を実施する。 
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事前確認シート 
 

事業番号 （３） 

調 査 名 介護ロボットの効果実証に関する調査研究事業 

調査の趣旨 

○ 介護ロボットについては、平成 30 年度介護報酬改定に関する審議報告（平成 29 年 12 月 18
日社会保障審議会介護給付費分科会）において、今後の課題として「介護ロボットの幅広い活用

に向けて、安全性の確保や介護職員の負担軽減・効率的な配置の観点も含めた効果実証や効果的

な活用方法の検討を進めるべき」との提言がなされたところである。 
○ このため、本事業では、介護ロボットの活用内容の把握や評価指標を用いた具体的な効果の検

証・把握を行うことを通じ、次期介護報酬改定等に向けた課題等の整理を行うこととする。 

当該調査の目的 
○ 平成 30 年度に実施した改定検証事業（介護ロボットの効果実証に関する調査研究一式）の調

査結果を踏まえつつ、効果検証のための評価指標等の先行研究を用いて、介護ロボットの活用に

よる具体的な効果等を把握・検証する。 

調査内容 
〇 アンケート調査 
・調査対象：介護ロボットを導入している介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護

老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院、特定施設入居者生活介護、地域密

着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、短期入所生活介護、短期

入所療養介護  
・調査項目：介護ロボットの導入状況や効果の把握状況、介護ロボット利用に起因した負傷等の状

況 等 
〇 ヒアリング調査 
・調査対象：上記アンケート調査の回答施設・事業所において、介護ロボットの導入効果を把握し

ていると回答した施設・事業所のうち 20 施設・事業所程度 
・調査項目：施設・事業所情報、介護ロボットの導入状況や効果の把握状況、具体的な評価の状況

（評価指標、評価期間、評価実施者、評価結果の活用方法） 等 
〇 実証調査 
・調査対象：見守り機器を導入する介護老人福祉施設、介護老人保健施設、認知症対応型共同生活

介護（18 施設・事業所程度） 
・調査項目：平成 30 年度「介護ロボットの効果的な活用方法に関する研究事業」（老人保健健康

増進等事業）にて作成された評価指標等を活用し、導入効果の実証等を行う。 

集計・分析の視点 
〇 介護ロボットの効果実証方法・指標を、機種別に把握する。 
〇 介護ロボットの活用による具体的な効果を、機種別、施設の種別に把握・検証する。 
〇 介護ロボットの活用に関する課題や効果的な活用方法を、機種別、施設の種別に把握する。 
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事前確認シート 
 

事業番号 （４） 

調 査 名 訪問看護サービス及び看護小規模多機能型居宅介護サービスの提供の

在り方に関する調査研究事業 
調査の趣旨 
・平成３０年度介護報酬改定においては、訪問看護サービスの中重度の要介護者の医療ニー

ズへの対応を強化する観点から 24 時間対応可能な事業所を評価したほか、利用者が希望

する場所での看取りを支援するためターミナルケアを提供している事業所の評価を行っ

た。また要支援者と要介護者に対する訪問看護費に一定の報酬差を設けるとともに加え、

理学療法士等による訪問の適正化を行った。看護小規模多機能型居宅介護についても同様

に、中重度の医療ニーズを有する利用者に対応できる体制やターミナルケアの充実等の評

価を行った。 
・これらの見直しが両サービスの提供にどのような影響を与えたかについて提供実態と共に

把握し、平成 33 年度介護報酬改定に向け、サービスの質を担保しながら効果的・効率的

な事業運営の在り方の検討に資する基礎資料を得るための調査を行う。 
当該調査の目的 
・本事業では、訪問看護ステーション、訪問看護を実施している病院・診療所、看護小規模

多機能型居宅介護事業所を対象とする調査を行い、以下の点を明らかにすることを目的と

する。 
①訪問看護ステーション、訪問看護を実施している病院・診療所及び看護小規模多機能型

居宅介護におけるサービス提供状況等を把握し、平成 30 年度介護報酬改定による影響

や課題等を検証 
②訪問看護と看護小規模多機能型居宅介護の両サービスにおける利用者の状態像も合わせ

て収集し、サービス内容を分析することで提供主体の特性（加算算定状況等）を活かし

た地域におけるサービス提供のあり方等を検証 
調査内容 
○ 事業所の基本情報、各種加算・減算の算定状況 

○ 利用者の状態とサービス提供内容 

○ ターミナルケアの取組状況 

○ 他サービスとの連携状況、ICT の活用等生産性向上に資する取り組み意向 

○ 地域貢献活動、病院・診療所と他事業所との交流の状況 等 

集計・分析の視点 
○ 新設された加算・減算や要件が見直された加算の取得実績と変更による影響を分析す

る。 
○ 利用者の状態とケア内容、サービス提供量を把握する。また、看とりを行っている場合

のアドバンス・ケア・プランニング（ＡＣＰ）の取り組みの状況を把握、分析する。 
○ 効果的・効率的な事業運営の在り方の検討するため、業務の課題や改善に関する取組に

ついて把握、分析する 等 
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事前確認シート 
 

事業番号 （５） 

調 査 名 福祉用具貸与価格の適正化に関する調査研究事業 

調査の趣旨 

○ 福祉用具については、平成 30 年 10 月から、商品ごとの全国平均貸与価格の公

表や貸与価格の上限を設け、適正な貸与価格の確保を図ってきたところ。 
○ 全国平均貸与価格・貸与価格の上限は、施行後の実態も踏まえつつ、概ね１年

に１度の頻度で見直しを行うこととしていたが、平成 30 年度介護報酬改定検証・

研究事業（福祉用具貸与価格の適正化に関する調査研究事業）の結果や第 170 回

社会保障審議会介護給付費分科会（平成 31 年４月 10 日）における議論を踏ま

え、今年度は見直しを行わず、令和元年 10 月に予定されている消費税増税に伴う

全国平均貸与価格・貸与価格の上限の引き上げ及び新商品に係る全国平均貸与価

格の公表・貸与価格の上限設定のみを行うこととし、今後の見直しについては、

継続的に貸与価格や経営への影響等について調査を実施し、必要な検討を行って

いくこととした。 
○ このため、本事業においては、引き続き貸与価格や福祉用具貸与事業所の経営

の動向について調査するとともに、次年度以降の施行に向けた検討課題を抽出す

る。 

当該調査の目的 

○ 平成 30 年 10 月以降の福祉用具貸与価格の上限設定が、実際の価格設定に与え

る影響のほか、福祉用具貸与事業所の経営の動向、利用者へのサービス提供に与

える影響等について、前年度調査に引き続き、把握・検証を行う。 

調査内容 

（調査方法） 
介護保険総合データベースでの分析、福祉用具貸与事業所・介護支援専門員への

アンケート調査、福祉用具貸与事業所・レンタル卸事業所へのヒアリング調査 
（調査項目）  
① 施行前後における福祉用具貸与価格 
② 施行前後における福祉用具貸与事業所の経営状況 
③ 施行前後における利用者への影響 

集計・分析の視点 

○ 介護保険総合データベースを用いた介護レセプト等情報の集計により、制度施

行前後の貸与価格の変化、貸与価格総額の削減率等を把握する。 
○ 福祉用具貸与事業所・介護支援専門員へのアンケート調査及び、福祉用具貸与

事業所・レンタル卸事業所へのヒアリング調査を通じて、制度施行後の事業所の

対応や経営への影響、利用者に対するサービスへの影響等について把握する。 
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事前確認シート 
 

事業番号 （６） 

調 査 名 定期巡回・随時対応型訪問介護看護のサービス提供状況に関する調査

研究事業 
調査の趣旨 
・平成 30 年度介護報酬改定では、自立支援・重度化防止に資する質の高い介護サービスの実現

や人材の有効活用、事業所間ネットワーク形成の促進及び自立支援・重度化防止の推進の観

点から、生活機能向上連携加算の創設、オペレーター要件の緩和、介護・医療連携推進会議

の開催方法・頻度の緩和、同一建物等居住者にサービス提供する場合の報酬等の各種見直し

を行った。 
・これらの見直しによる影響を把握するとともに、次期介護報酬改定に向けて、利用者がより

良いサービスをより効率的に受けられるようにするという観点から、検討すべき事項等につ

いて実態調査を行う。 
当該調査の目的 
・本事業では、全国の定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所を対象とした調査を行い、以

下の点を明らかにすることを目的とする。 
①オペレーターの兼務要件の変更による利用者処遇への影響 
②介護・医療連携推進会議の開催方法・頻度の緩和による効果や影響 
③同一建物等居住者にサービス提供する場合の報酬の変更等による事業所運営への影響や 
サービスの質への影響 等 

調査内容 
・事業所の基本情報（他の事業所との併設状況等） 
・オペレーターの兼務など人員基準緩和を受けた兼務の状況とコール対応状況 
・同一建物等減算対象事業所と非対象事業所のサービス提供回数比較 
・サービス提供状況、事業収支状況、各種加算の算定状況 
・介護・医療連携推進会議の開催方法、開催状況、課題 等 
※ 生活機能向上連携加算創設の影響等については、「介護サービスにおける機能訓練の状況等に係る調査研

究事業」において調査を行う。 

集計・分析の視点 
・「平成 30 年度介護報酬改定に関する審議報告」における以下の内容を踏まえる必要がある。 
 定期巡回・随時対応型訪問介護看護の同一建物等居住者へのサービス提供に係る報酬の見直

しについても、その実態を把握し、それらの結果を踏まえて、利用者がより良いサービスを

より効率的に受けられるようにするという観点から、見直すべき点がないかを検討するべき

である。 
 定期巡回・随時対応型訪問介護看護のオペレーターの兼務など、各種の人員・設備基準の緩

和については、サービスの質が維持されているのかなどについて検証するべきである。 
 自立支援・重度化防止に資する観点から導入・見直しされた外部のリハビリテーション専門

職等との連携について、実施状況を把握するとともに、その効果を検証するべきである。 
・利用者の状況については、利用者を対象とした調査を行い、その結果も踏まえて効果検証を

実施する。 
・事業所数の推移や事業所別の加算・減算の算定状況等については介護DBを用いて把握予定。 
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事前確認シート 
 

事業番号 （７） 

調 査 名 医療提供を目的とした介護保険施設におけるサービス提供実態等に関

する調査研究事業 
調査の趣旨 
・平成 30 年度介護報酬改定においては、新たに創設された介護医療院の報酬設定を行うととも

に、介護老人保健施設については在宅復帰・在宅療養支援の機能を更に推進する観点から報

酬体系の見直しを行ったところである。 
・介護医療院について平成 30 年度に引き続きサービス提供の実態調査等を行うとともに、報酬

体系の見直しが介護老人保健施設のサービスにどのような影響を与えたかを調査し、改定の

効果検証を行う。 

当該調査の目的 
①介護医療院について、平成 30 年度調査の結果も踏まえ、長期療養・生活施設としての機能やサ

ービスの提供状況等について調査を行うとともに、自治体の転換に関する取組状況についても

調査を行い、今後の介護医療院に関する検討の資料とする。 
②介護老人保健施設について、中間施設としての機能や在宅復帰・在宅療養支援機能の提供状況等

について検証を行う。 

調査内容 
○ 施設の基本情報、施設サービスの実施状況 
○ 施設の各種サービス費・加算等の算定状況 
○ 利用者の医療ニーズ、実施されたサービス状況 
○ 利用者の算定した各種サービス費・加算等の状況 
○ 介護医療院への転換に関する自治体の取組状況 
 

集計・分析の視点 
 
・介護医療院においてはどのようなサービス・生活環境が提供されているか。 
・介護医療院への転換前後でどのような変化があったか。 
・介護医療院への転換について自治体はどのように認識しているか。 
・報酬体系の見直しが介護老人保健施設のサービスにどのような影響を与えたか。 

 



（１） ○ 施設（事業所）票

通所介護 23,833 調査票１　ADL維持等加算の届出あり／請求あり 635 悉皆
H31年4月サービス提供分の届出あり・請求ありの
全ての事業所

地域密着型通所介護 19,538 254 悉皆
H31年4月サービス提供分の届出あり（適合）・
請求なしの全ての事業所

500 無作為抽出
H31年4月サービス提供分の届出あり（不適合）・
請求なしの事業所より無作為抽出

調査票３　ADL維持等加算の届出なし 500 無作為抽出
H31年4月サービス提供分の届出なしの事業所より
無作為抽出

○ 介護支援専門員票 945 多段階抽出
事業所票の送付先事業所を通じて、当該事業所の
利用者の担当介護支援専門員について行う。
調査票１～３対象事業所それぞれより無作為抽出

介護支援専門員

（２） ○ 施設（事業所）票

通所介護 23,833 調査票１　通所介護事業所票 2,800

認知症対応型通所介護 3,484 調査票２　認知症対応型通所介護事業所票 306

短期入所生活介護 10,604 調査票３　短期入所生活介護事業所票 416

特定施設入居者生活介護 5,222 調査票４　特定施設入居者生活介護事業所票 660

認知症対応型共同生活介護 13,664 調査票５　認知症対応型共同生活介護事業所票 2,032

介護老人福祉施設 8,019 調査票６　介護老人福祉施設票 1,144

訪問介護 33,249 調査票７　訪問介護事業所票 298

小規模多機能型居宅介護 5,453 調査票８　小規模多機能型居宅介護事業所票 436

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 936 調査票９　定期巡回・随時対応型訪問介護看護票 935 悉皆 H31年3月サービス提供分の全ての算定事業所

調査票10　機能訓練指導員の確保に関する調査票 2,984
悉皆及び
無作為抽出

はり師・きゅう師が機能訓練指導員として配置さ
れている事業所は悉皆とし、これと同数以下の非
配置事業所を配置事業所と同一地域から抽出す
る。

管理者

○ 利用者票

調査票11　生活機能向上連携加算の算定事業所利用者票

調査票12　生活機能向上連携加算の非算定事業所利用者票

※　介護保険総合データベース
（利用者に関する変化のうち要介護度や日常生活自立度
等）

－
生活機能向上連携加算の算定事業所・非算定事業
所の利用者

－

○ その他

調査票13　ケアマネジャー票

事業所票の
送付先（生
活機能向上
連携加算の
算定事業
所）ごとに
１枚

多段階抽出

事業所票の生活機能向上連携加算の算定事業所に
対し、送付先事業所を通じて、当該事業所をケア
プランに位置づけた介護支援専門員について行
う。
第2段の回答数は1名とし、調査対象は、R1年9月に
生活機能向上連携加算を位置づけた者であって、
最も多くのケアプランを作成した者を選定する。

介護支援専門員

調査票14　リハビリテーション事業所・医療提供施設票

事業所票の
送付先（生
活機能向上
連携加算の
算定事業
所）ごとに
１枚

多段階抽出

事業所票の生活機能向上連携加算の算定事業所に
対し、送付先事業所を通じて、当該事業所の生活
機能向上連携加算の算定に関与した医師又はリハ
ビリテーション専門職又は医師について行う。
第2段の回答数は1名とし、調査対象は、R1年9月に
生活機能向上連携加算の算定に最も多く関与した
リハビリテーション専門職又は医師を選定する。

リハビリテー
ション専門職又
は医師

事業
No.

調査項目名

H30改定で新設したADL等維
持加算について、申出から
算定に至る過程やアウトカ
ム評価等に係る検証

調査概要 対象サービス

事業所職員

回答者

H31年3月サービス提供分の算定事業所から抽出
ただし、生活機能向上連携加算を算定する事業所
は悉皆
また、生活機能向上連携加算を算定していない事
業所は、生活機能向上連携加算を算定している事
業所数を調査客体として相応の件数分、確保でき
る客対数を算定事業所と同一地域から無作為抽出

介護保険制度におけるサー
ビスの質の評価に関する調
査研究事業一式

介護サービスにおける機能
訓練の状況等に係る調査研
究一式

H30改定における、生活機
能向上連携加算の算定要件
見直しや機能訓練指導員の
配置基準へのはり師・きゅ
う師の追加の影響等に係る
検証

悉皆及び
無作為抽出

多段階抽出

事業所票の送付先事業所を通じて、当該事業所の
利用者について行う。
第２段である対象サービスごとの利用者票の対象
者数については、令和元年９月中の利用者のう
ち、サービスごとに設定した抽出率で、誕生日に
より指定した条件に基づき特定される利用者を調
査対象とする（１事業所・施設あたり２人程度を
想定）。これによって１人も抽出されなかった場
合には、別に誕生日により指定した条件に基づき
特定される利用者を調査対象として１人抽出す
る。

調査票の種別及び対象施設等の一覧（令和元年度調査）

管理者調査票２　ADL維持等加算の届出あり／請求なし

サービス種
別に応じて
設定（「調
査概要」参
照）

管理者

請求事業所数
(H31.1) 調査票の種別 客体数 抽出方法 抽出条件



事業
No.

調査項目名 調査概要 対象サービス 回答者
請求事業所数

(H31.1) 調査票の種別 客体数 抽出方法 抽出条件

（３） ○ 施設（事業所）票（調査票１）※①～④の調査票は同一

介護老人福祉施設 －
①介護ロボット等導入支援特別事業において介護ロボット
を導入した施設（平成27年度補正予算）

2,809

地域密着型介護老人福祉施設 －
②介護ロボットの効果実証に関する調査研究事業（平成30
年度調査）において介護ロボットを導入していると回答し
た施設

153

介護老人保健施設 －
③介護ロボットの効果実証に関する調査研究事業（平成30
年度調査）におけるヒアリング調査実施対象施設

28

介護療養型医療施設、介護医療院 －
④地域医療介護総合確保基金)において介護ロボットを導
入した施設（平成29度、平成30年度）

794

特定施設入居者生活介護 － ○ 利用者票

地域密着型特定施設入居者生活介護 － 調査票２　利用者向け調査票 約50

認知症対応型共同生活介護 － ○ 従事者票

短期入所生活介護 － 調査票３　職員向け調査票 約100

短期入所療養介護 － 調査票４　職員向けタイムスタディ調査票 約100

（４） ○ 施設（事業所）票

訪問看護 11,694 調査票１　訪問看護ステーション票

　訪問看護ステーション 10,188 　　　　　　うち訪問看護ステーション 2,500 無作為抽出 H31年3月サービス提供分の算定事業所から抽出 管理者

　病院又は診療所 1,494 　　　　　　うち病院又は診療所 750 無作為抽出 H31年3月サービス提供分の算定事業所から抽出 管理者

看護小規模多機能型居宅介護 540 調査票２　看護小規模多機能型居宅介護事業所票 540 悉皆 H31年3月サービス提供分の全ての算定事業所 管理者

○ 利用者票

調査票３　訪問看護利用者調査票 13,000

調査票４　看護小規模多機能型居宅介護利用者調査票 2,160

（５） ○ 施設（事業所）票

福祉用具貸与 7,134 調査票１　事業所票 6,842 悉皆 H31年4月サービス提供分の全ての算定事業所 管理者

○ 利用者票

調査票２　利用者票 11,122 多段階抽出

H29年10月貸与分において貸与価格の上限を超えて
おり、かつ、介護支援専門員の変更がない利用者
を抽出し、当該利用者を担当する福祉用具専門相
談員と介護支援専門員について行う。第2段の回答
数は事業者における貸与価格の上限を超えた利用
者数に応じて配布（1名～最大4名）とし、調査対
象は生年月日を用いて無作為に抽出する。

担当職員及び担
当介護支援専門
員

（６） ※調査票は同一（設問で区分）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 936 ○ 施設（事業所）票 935 悉皆 H31年3月サービス提供分の全ての算定事業所

○ 利用者票 935 悉皆
当該事業所において、H31年3月に利用を開始又は
終了した全ての利用者

H30年10月以降の福祉用具
貸与価格の上限設定が、貸
与価格や福祉用具貸与事業
所の経営、利用者へのサー
ビス提供に与える影響等に
係る検証

H30改定における、訪問看
護等の中重度の要介護者の
医療ニーズへの対応強化に
資する各種見直しの影響等
に係る検証

事業所職員

介護ロボットの効果実証に
関する調査研究事業一式

悉皆 該当する全ての施設・事業所

事業所職員

福祉用具貸与価格の適正化
に関する調査研究事業一式

事業所職員

介護ロボットの活用内容の
把握や評価指標を用いた具
体的な効果の検証・把握

見守り機器を導入する介護老人福祉施設、介護老
人保健施設、認知症対応型共同生活介護(各6施
設、合計18施設)において、見守り機器の実証評価
を行う。
○対象施設・事業所
事業者団体等の推薦に基づき決定
○対象となる利用者
当該見守り機器の利用対象となる全ての利用者
○対象となる職員
当該見守り機器を利用する全ての夜勤職員

団体推薦

訪問看護サービス及び看護
小規模多機能型居宅介護
サービスの提供の在り方に
関する調査研究一式

定期巡回・随時対応型訪問
介護看護のサービス提供状
況に関する調査研究事業一
式

H30改定における、定期巡
回の質の向上や兼務要件の
緩和、同一建物減算の強化
の影響等に係る検証

事業所票の送付先事業所を通じて、当該事業所の
利用者について行う。
第2段の抽出は、利用者のうち条件に合致する利用
者を抽出（多段階による無作為抽出）
○訪問看護の対象
①要介護　②要支援  ③死亡した利用者
○看護小規模多機能型居宅介護事業所の対象
①要介護　②医療機関退院直後の利用開始者
③看とりを行った利用者

多段階抽出

事業所職員



事業
No.

調査項目名 調査概要 対象サービス 回答者
請求事業所数

(H31.1) 調査票の種別 客体数 抽出方法 抽出条件

（７） ○ 施設（事業所）票

介護老人保健施設 4,295 調査票１　介護老人保健施設票 2,000 無作為抽出
H31年3月サービス提供分の算定事業所から抽出
（介護療養型老人保健施設は除く）

管理者

介護医療院 111 調査票２　介護医療院票 223 悉皆
R1年6月末日時点の全国の介護医療院全数
（別事業の調査結果）

施設長又は事務
長及び看護師長

○ 利用者票

調査票３　入所者票（介護医療院）【施設記入分】 多段階抽出 担当職員

調査票４　介護医療院に関する調査票【介護医療院入所
者・家族記入分】

本人又は家族

調査票５　退所者票（介護老人保健施設）

事業所票の送付先事業所を通じて、当該事業所の
退所者について行う。
第2段の回答者は当該事業所からR1年9月29日～10
月12日(仮)の2週間に退所した全員(1事業所あたり
3.6名程度を想定)とする。

担当職員

○ その他

調査票６　都道府県票（介護医療院） 47 悉皆 指定なし

調査票７　指定都市・中核市票（介護医療院） 79 悉皆 指定なし

調査票８　保険者票（介護医療院） 1,645 悉皆 指定なし

医療提供を目的とした介護
保険施設におけるサービス
提供実態等に関する調査研
究事業一式

介護医療院について、長期
療養・生活施設としての機
能やサービスの提供状況等
に係る検証及び介護老人保
健施設について、中間施設
としての機能や在宅復帰・
在宅療養支援機能の提供状
況等に係る検証

事業所票の送付先事業所を通じて、当該事業所の
入所者について行う。
第2段（施設記入分）の対象者は、R1年10月1日時
点における入所者を誕生日により10分の1程度の抽
出率で無作為抽出（1事業所あたり7名程度を想
定）とする。
第2段（介護医療院入所者・家族記入分）の対象者
はR1年10月1日時点における入所者（当該施設が介
護医療院へ移行する前から継続して入所している
入所者に限る）を誕生日により10分の1程度の抽出
率で無作為抽出(1事業所あたり7名程度を想定)と
する。
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